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調 査・研 修 報 告 書（会派個人用） 

会派名： 市民の会                     報告者： 福山 権二         

実施場所：議会図書室（オンライン） 実施日：令和８年５月 19日 

■目的・課題・問題事項（調査・研修に先立っての思いや本市の現状 など） 

１ 特別支援学校に対する注目度が一般的に強まっている。その原因は、国が２０２５年

度から自治体への補助金を拡充して２０２８年度までに全国の全自治体で実施率１００％

の到達を企画している５歳児検診による。 

２ ５歳児検診は３歳児検診よりも、より適格にこどもの現状が把握しやすいことによっ

て、課題の発見と対策（支援）の適正対応が促進される、ということが検診動機である。 

 この視点で「５歳児検診」の目的を改めて熟慮すると、義務教育を受ける全国民の権利

を排除する契機にもなり得ることも警告したくなる。 

 庄原市行政として、義務教育就学前の個人別課題の判定をどのように活用しているのか

を克明に把握することが研修目的になる。 

 

■参考とすべき事項 

１ 就学前に特別支援学校への入校を「指定」された児童に対する「教育」の内容として 

 「行政が憲法２６条１項の規定により義務教育を市民に提供する際、能力に応じて等し

く教育を受ける権利を有することを前提にした措置」とはいえ、就学前に関係児童を一定

に選別する」ことが合法的に措置されている。 

２ この実態は、かつて山内小学校で山内保育所の判断と庄原市教育委員会の判断に差が

発生した。保護者が児童を小学校に入学させたい希望があり、教育委員会は庄原特別支援

学校入学を確定し保護者との間で対立関係が生まれた。結果的に関係児童は保護者の強い

要望が不変であったため、山内小学校に入学可能となった。 

 今回の講演・講義のなかで、可能性としてこのような事態が発生する危険性も指摘され

ている。このような事態が発生する広義の行政環境下で、市行政の統一基準等を決定する 

ことも必要である。 

 

■提言・その他（本市の施策等にどのように活用すべきか など） 

今回の研修では、５歳児検診の結果、特別支援学校へ進学した児童に対する教育システ

ムとして、「くもん式学習塾」の活用が紹介された。 

 この教育システムを採用することも市行政として検討することを提言したい。 

 すでに、特別支援学校全体でも、教育システムは完成されていると思うが、一人ひとり

の児童にはそれぞれの発達段階が異なっていて、有効な教育を進めるためには、児童の現

状認識がより詳細に把握されることが教育効果を高めることは当然のことである。 

 「公文式・自学自習」形式の方法は､小学校でも採用されているところがあり、成果を獲

得している。 

 児童が成長してきた環境のなかで、不得意部分の発見はその克服計画策定に重要な資料

となり、より有効な教育実践に繋がることになる。なによりも、保護者や教育者が、どの

ような状態の児童であっても、成長への変化を獲得できる、ということへの自信につなが

ることが重要である。 

※ 調査・研修終了後、一週間以内に会派事務局へ提出してください。 




